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1．はじめに
　アメリカにおける貧民救済は、植民地時代から20世紀に至るまで、基本的にはイングランドの救貧制
度に倣って行われた。すなわち貧民救済の方法は、労働能力のある者を就労させ、労働能力のない者を
施設に収容して保護することが基本であり、かつ貧民救済の費用は各々の貧民の出身地区の負担によっ
て行われるのが原則であった1。しかし他方で各植民地の救貧制度は、植民地ごとに異なる点もあり、例
えば救貧行政の実施主体は、ニューイングランドではタウン、東海岸や中西部ではシティやカウンティ、
南部ではカウンティであった2。全般的にみて、アメリカ植民地ではイングランド以上に個人の慎慮と節
倹が重視されており、それゆえに労働能力のある成人の貧困については個人の責任に帰されがちなこと
から関心が低く、住民および行政当局の関心は、いかに外来者が居住者となって地区の負担になること
を防止するかに向けられており、公的な貧民救済は常に抑制されるべきものと（特に労働能力ある成人
に対する貧民救済については、場合によっては廃止されるべきものとすら）考えられていた。以下では、
マサチューセッツにおける17世紀から19世紀なかばまでの貧民救済についてイングランドにおける貧
民救済と比較しながら概観し、そのうえで、マサチューセッツにおける貧民救済の特徴を明瞭に示して
いると思われる一史料の分析をとおして、マサチューセッツにおける救貧行政の背後にある貧民観・貧
困観の一端を明らかにしようと考える。
☆法学部専任講師
1救貧法に基づく貧民救済と私的な民間慈善が密接な関係を保ちながら行われたことがイングランドにおける貧民救済の特徴の一つと
してあげることができるが、この点についてもイングランドとアメリカの貧民救済のありかたに類似性を認めることができる　アメリ
カにおける社会事業の歴史については、一番ヶ瀬康子『アメリカ社会福祉発達史』（1963年、光生館）、社会保障研究所編『アメリカ
の社会保障』（1987年、東京大学出版会）第1章などを参照
ノ藤田伍一・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障　7　アメリカ』（2000年、東京大学出版会）、68頁
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2．マサチューセッツの救貧行政についての概観
（1）17世紀末までの救貧制度
マサチューセッツ湾植民地では1639年に、定住権（settlement）を持つ者に対して救済を付与し、他方で
定住権を持たない者をその家族とともに最も適当なタウン3に送還する権限が総会議（general　cou1・t）1と
2名の治安判事（justice　of　the　peace）に与えられた5。1655年には、いくつかのタウンにおいて、外来
者が住民の同意なしにタウンに居住することにより非常に大きな財政的負担になっているとの不満があ
ることから、慎慮ある人々の同意なしにタウンに居住する者については、［貧民救済の必要がある場合
に］タウンが費用負担する必要はなく、その者をタウンに招いた者が負担すべきことが命令により規定
された。かっタウン当局ないし理事は、外来者がタウンに来訪した時には保証を要求し、保証を提供し
ない者の立ち入りを拒絶する権限を付与された。1659年には定住権に関する重要な規定が定められた。
すなわち、タウンの理事からタウンからの退去の指示を受けることなしに3ヶ月間タウンに居住した者
は、そのタウンの定住権を得ることとされた。また、もしタウンからの退去を指示された者が拒絶する
場合には、理事は次回のカウンティ・コート（county　court）tiに申立書を提出すべきものとされ、これを
理事が怠る場合にはこの外来者は定住権を得ることになった。カウンティ・コートは貧民の定住権に関
する全ての不服について審理し、かつ貧民に定住権を与える権限をもった。もしいずれのタウンに定住
権を帰属させるかの判断がっかない場合には、カウンティ・コートは当該貧民が現在居住しているタウ
ンに居住させた上で、カウンティの財源から救済費用を支出すべきことを命ずる権限を持った。この時
点で、貧民救済の費用は、タウンかカウンティの財源から支出されることになった。費用負担について
は、1675年にフィリップ王戦争7を原因として困窮者がマサチューセッツ湾植民地内に大量に流入し、こ
の場合に特定のタウンやカウンティに費用負担を負わせることが困難であったことから、植民地当局の
財源により貧民救済を行う慣行がこの時に事実上生まれた。
（2）18世紀末までの救貧制度
1688年の名誉革命後、マサチューセッツ湾植民地、プリマス植民地、メイン植民地を統合したマサチ
コタウン制は、ニューイングランドでは地方行政と社会生活の基礎的単位であった　タウン設立に際しては、目的を同じくする家族が
集まって発起人グルーフを結成し、自発的に契約を結び、総会議からタウン設立の承認を得て土地を付与された　植民地住民であって
も個人では土地を得ることはできず、人々はタウン民になることによってタウンから土地の付与を受けた　タウンの住民は、タウンミ
ーティングを開いて、規則や課税を定め、役職者を選出した　タウンの中心部にはミーティングハウスが建てられ、そこではタウンミ
ーティングが開かれ、教会の礼拝も行われた　有賀貞・大下尚一・志賀晃佑・平野孝編『世界歴史大系アメリカ史1』（1991年、山
川出版社）ll（］頁　このように、タウンは、イングランドの村落共同体以上に人的紐帯の強い共同体であったから、本文で後述すろよ
うに、（むしろ相互扶助σ）色彩が強い）公的扶助の費用負担を負うべき単位であり得たのと同時に、他方で外来者に対すろ排他性がき
わめて強いものであった
iマサチューセッツ湾植民地におけろ最高意思決定機関　元々は国王の特許状により設立された植民地会社の株主総会であったが、植
民地会社が統治機構に変容してゆくのに伴い、成人男子の教会員全員が構成員となった　同上、29－3〔｝頁
1以下、」ohn　Cummings，／）θθr　Lalt’s　o／’加5朋c加僧π5　nnd、c・rvκθ厘（189．　5），pp．2！－26およびRobcrt　W，Kelso，　Zh　c－・／／istθt’Jrθ／’Puh／ic
1，0θrRo”c’f’Jn　llttssnehuststts　ib’20－／．920（1969），pp．35－51を参照
L’マサチューセッツを含むニューイングランドにおける地方行政単位　総督が任命すろ治安判事によって構成され、地方裁判所および
地方行政当局の役割を果たした　有賀他編『アメリカ史1』、22頁
一イギリス植民地の拡大に反発するインディアン部族が連合して植民者と戦った戦争　プリマス植民地周辺やコネティカソト川流域の
タウンが襲われ、1676年春までに植民者の12の村が壊滅しIOの村が襲撃にあった　同上、17－・18頁
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ユーセッツ植民地に1692年に改めて特許状が付与され、従来の諸法規があらためて再制定された。貧民
救済に関しては次のように規定された8。すなわち、貧民監督官、あるいは貧民監督官が任命されていな
いところではセレクトマン（selectman）9は、タウンないしタウン内管轄地域にいる全ての児童、若年者、
および労働能力のあるその他の者が、怠惰に過ごし物乞いをすることなく、本人および社会にとって有
益であろう何らかの正業に就くように配慮しなければならない。またもし労働能力がある者が物乞いを
して時間を浪費しているならば、あるいは彼方此方を俳徊しているならば、一名以上の治安判事の宣告
によりこの者は懲治院（house　of　correction）に収監され、かつ懲治院の門前で裸の背中を10回を越え
ない回数鞭打ちされ、カウンティの治安判事か四季裁判所が釈放［を命令］するまでの間懲治院内で重
労働を課されるべし、と規定された。このような規定はイングランドにおける旧救貧法の規定とほぼ同
様であり、貧民救済の方法は、基本的に貧民を就労させる（児童の場合は徒弟に出す）ことであり、か
っこの方法は、労働可能であるのに就労しない怠惰な者に懲罰を科す規定と表裏一体をなしていた。
　貧民の定住権や近親者の扶養義務に関する規定は、この時期に一層厳格になった1°。1692年法は、タウ
ンの費用で貧民救済が行われる場合に、祖父母、父母、子、孫までの範囲の近親者で扶養能力がある者
に対して、タウンが費用を請求することを認め、請求額については近親者と被救憧者本人の関係と、近
親者の支払能力に従って治安判事が決定すべきものとされた。また、貧民が定住権を得るために必要な
居住期間は、従来は3か月とされていたのが、1700／1年法によって12ヶ月の居住が必要とされるよう
にされ、さらに1766年法によって、いかなる期間の定住によっても定住権は得られないものとされた。
この規定は、イングランドにおける1662年法の規定が40日の居住を基本的な要件としていたのと比較
すると、きわめて厳格な規定であった。
　この時期には、マサチューセソツの中核都市であるボストンの都市化と人口増が急速に進み、貧民が
増加したために、1735年にボストンの貧民救済のための特別法が制定された。同法の規定は以下の通り
であった］1。12名の貧民監督官がボストンの12の区（ward）ごとに任命される。貧民監督官は月1回以上
当該区内を巡回して区内の貧民について特別の配慮を行う（第1条）。貧民監督官は、必要な場合に労役
場を建設する（第2条）。貧民監督官は、労役場の運営を監督する（第3条）。1名の貧民監督官は、怠
惰なあるいは貧困な者を24時間労役場に収容することができる。また2名の貧民監督官は怠惰なあるい
は貧困な者を期間の定めなく、貧民監督官の過半数が月例の会議で放免を決定するまでの間、収容する
ことができる（第4条）。公租を課されている者が子の扶養をなしえないとき、あるいは子の扶養を怠る
場合に、貧民監督官はその子を善良な家庭に委ねることができる（第5条）。また親が子の教育を怠り、
その結果6歳児がアルファベットを読み書きできない場合には、貧民監督官は同様にその子を教育のた
めに善良な家庭に委ねることができる（第6条）。貧民監督官は、セレクトマンと同様に、外来者をタウ
sA・t・　and　R…lves　（・f　the　Pr・vince　Massachusetts　B・y，・．28，，e、．7（1692－3），。it。d　i，　C，。。i，g。1　i・。or　Lnrvs。ノil。。sf’t。h。。、’tts
of　、t・”’1’orA「，　P．27．
L’タウンミーティングにより選出される公職者　タウンの事柄全般について責任を負い、課税について決定し、軽犯罪について司法的
な役割も果たした　有賀他編『アメリカ史1』77頁
［「1 bummlngs，　～ノθθr　Lri”・～　θf　解’～．Yrlc・husc・lt～　θ／　lv”’1｛o　rA，　PP．28，31－31．
Lt　／11Z・tnuet／t・th・〃sc・・1　tho　Overscic・r，s・f　th・／々・θr　ln　th。‘・ity、of’　IS。．、ton（1866），　PP．1〔｝O－103．
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ンから退去するように警告する権限を持つ（第7条）。同法の特徴は、貧民監督官の人数を大幅に増員し
たこと、労役場を建設して施設内で貧民を処遇する権限を貧民監督官に付与したこと、貧民の子を教育
するために特別の手だてを講じた点にあった。特に第6条の規定は、同時期のイングランド法には類を
見ない規定であると言える12。
（3）19世紀半ばまでの救貧制度
　アメリカ合衆国独立後、マサチューセッツにおける救貧行政のありかたは、貧民にとってきわめて厳
格であった。このことは、定住権に関する規定に明瞭に表れている。1794年のマサチューセッツ法では、
貧民の定住権取得方法について、次のように規定していた13。
　1．妻は、夫が州内の定住権を保有している場合には、夫と同じ定住権を保有する。夫が州内の定住
　　権を保有していない場合には、妻は婚姻時に保有していた定住権を保有する。
　2．嫡出子は、父が州内の定住権を保有している場合には、父と同じ定住権を保有する。父が州内の
　　定住権を保有していない場合に、母が定住権を保有しているならば、嫡出子は母と同じ定住権を保
　　有する。
　3．非嫡出子は、母が州内の定住権を保有している場合には、出生時に母と同じ定住権を保有する。
　　単なる出生により定住権を保持することはできない。
　4．21歳以上のアメリカ合衆国市民で、年価値3ポンド以上の相続不動産ないし自由±地保有権を保
　　有し、その地代収入を3年間継続して得ている者は、当該土地が存するタウンの定住権を、居住の
　　有無に関わりなく保有する。
　5．21歳以上のアメリカ合衆国市民で、居住する土地において評価額60ポンド以上の不動産に5年間
　　継続して課税されているか、3ポンド12シリング以上の収入がある者は、当該土地が存するタウン
　　の定住権を保有する。
　6．タウンの公職者に選出され実際に1年間勤務した者は、当該タウンの住民となり、当該タウンの
　　定住権を保有する。
　7．聖職者は、教会および住居が存するタウンに定住権を保有する。
　8．誰であれ、適法に開催されたタウンミーティングにおいて住民であると承認されることができる。
　9．タウン設立の時に当該地域に居住している者は、その居住地が属するタウンの定住権を保有する。
　10．タウン分割の際に当該タウン内に居住している者は、その居住地が属するタウンの定住権を保有
　　する。
　11．4年間徒弟奉公し、その後1年間以内に自営業を営み、その後5年間継続してその職に就いてい
　　る21歳以上の者は、その居住地が属するタウンの定住権を保有する。
　12．21歳以上の市民で、10年以上居住し、全ての州税、カウンティ税、タウン税を5年間納付してい
t’ Cングランドの救貧法において、児童の教育に関する問題が重要視されるのは19世紀前半以降である　例えば、川田昇『イギリス
親権法史』（1997年）を参照
1’@Laws　ot　、lassnuhuseしts，　c．8（］791），　cited　in　Cu皿mings，　f）θθr　1－！t”’s　o／　tfnssf’icht！sc’tts　o／　lc’”’　”orメf，　P．35
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　る者は、その居住地が属するタウンの定住権を保有する。
　上記の規定にみられる定住権付与の条件は、出生、不動産保有、就労、居住であるが、単に当該タウ
ン内で出生しただけでは定住権が付与されない規定や、10年間の居住を条件に定住権を付与する規定は、
実質的には外来者には定住権を付与せず、タウンの費用負担を防ぐことに重点が置かれていた様子がう
かがえる。
　このことは、外国から渡航してくる旅行者や移民の取扱いにも表れている。例えば1837年法は、船で
入国する外国人の入国管理を行う管理官を各港ごとに配置することを規定した1’1。すなわち、精神疾患者、
不具者、老齢者、疾病者で管理官により自活不能であると判断される者、または外国において被救他者
であった者は、1000ドルの担保が提供されて今後10年間公的な貧民救済の負担にならないことを保証し
ない限り、入国を許可されないこととされた。また、1820年法は、旅客船の船長および船舶所有者の責
任について次のように規定した15。すなわち、マサチューセッツに寄港する船舶の船長は、乗客の氏名と
出身地を記した名簿を寄港地の貧民監督官に提出しなければならず、怠った場合には罰金200ドルが科
される。もし乗客のうちいずれかが、公的な貧民救済の負担になりそうに思われる場合には、船長はそ
のような乗客にっいて一人500ドルの保証金を提供しなければならない。もし乗客が実際に公的な貧民
救済の負担になった場合には、誰でも当該船長に対して訴えを提起することができ、この場合保証金の
半額が州当局に、半額が訴追者に帰属することになった。
　このように、マサチューセッツにおける貧民救済は、きわめて厳格に定住権を認定し、かっ、貧困者
の共同体への移入を極力防止しようと努めることで、そもそも公的な貧民救済の対象となりうる者を極
力減らそうとするところに大きな特徴があった。貧民救済の方法は救貧院あるいは労役場と賞される施
設への収容が基本であり、その費用は各タウンの負担とされていた。しかし貧民救済の費用負担にっい
ては、マサチューセッツとイングランドで大きく異なる点があり、それはマサチューセッツにおける「州
貧民」（state　paupers）の存在であった。これは州内に定住権があるけれども、実際にいずれのタウンな
いしカウンティに定住権があるのかが明確でない場合に、州政府がその貧民の救済費用を負担すべきも
のとされており、その数は次第に増加していた16。州政府はこのような州貧民を収容するための施設を19
世紀半ば以後建設して、この施設内で貧民を処遇していた。イングランドの救貧行政と比較した場合、
イングランドにおいては19世紀以後、貧民救済を行う行政単位が教区から教区連合へと拡大する一方で、
貧民救済の費用はなお教区単位で負担するのが原則であり、マサチューセッツにおいて、カウンティな
いし州が貧民救済の費用負担をし、さらに貧民の処遇を行っていたことは、貧民救済行政の中央集権化
がイングランドよりも先んじていたということもできる。
円　laws　ol　Mnssa〔husetts，　c．238（童837），　lbid，　p．39
i’ P．aWs・f　X｛1’・ss？ichuset｛s，　c．・2・9．・O（1820），　ibid，　P．38．
1／」 P851年には1859名、1855年2538名、1856年2612名、1857年2612名、1858年3251名であった　Jbid，　p．5ユ．
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3．『ボストンの治安に関する諸考察』（1813年）について
　Miscell∂ノコeOUS　1’em∂1癒5α2　thθpolice　of　Bos　ton∫as　respθc　ts　paupθrs；alnis∂ノ？d　i｛・orA－　hOUSθ∫C7∂∬es
of　POOI1∂nd　bθggai’S；laiVSヱ’espec　ting　th　em；ch∂ri　tab7e　societiesy　fOl・θigt？∂nd　doines　tic　missiOnaヱly
sociθties；evils　of　the　y’ustici∂1γ∫imρ1・isonmθnt　fo1．　debt；i・θilledi　esは、1814年に匿名で公刊さ
れたパンフレットであるが、建国初期のマサチューセッツ州ボストンにおける治安維持と貧民救済に関
する実情を明瞭に示している史料である。以下ではこのパンフレットの内容を紹介しつっ、そこから窺
い知ることができるアメリカ社会の伝統的な貧困観につき検討する。
（1）救貧院（almshouse）および労役場（w。rkhouse）について】7
　この時期のボストンにおける救貧院と労役場は実際には同一の施設であったが、救貧院は老齢者、障
害者、疾病者などを収容する施設、労役場は労働可能な社会不適応者（浮浪者など）を収容する施設と
考えられていた。1813年におけるこの施設の被収容者総数は570名であり、うち救貧院の被収容者が495
名、労役場への被収容者が75名であった。救貧院への被収容者495名のうち、ボストン市民152名、州
内のその他の市民80名、外国人263名であり、労役場への被収容者75名のうちボストン市民26名、州
内のその他の市民18名、外国人31名であった（表1）。
表1　ボストン市救貧院・労役場被収容者数内訳（1813年）
救貧院への被収容者 労役場への被収容者 計
ボス　トン市民 152 26 178
州外のその他の市民 80 18 98
外　国　人 263 31 294
計 495 75 570
　ただし、このなかには行旅中病気にかかった者や酩酊して一時的に保護された者なども含まれており、
1か月以上長期にわたって収容されている者の数は1812年および1813年の平均で372名、最も被収容
者の数が多くなる正月についてみても、1814年1月1日現在の長期被収容者数は423名であり、このう
ち外国人190名、州内のその他の市民が16名、ボストン市民が217名（うち成人157名、子供60名）
であった。さらに成人のボストン市民157名の内訳は、放縦者（intemperate）1857名、一時的な精神疾患
者（idiotic，　or　periodically　deranged）10名、治癒しがたい精神疾患者（incurabユy　insane）4名、「善
良な性行で、加齢・障害・貧困のゆえに自活できず、かっ扶養能力があり法による扶養義務を負う近親
者がいない者」86名であった（表2）。
「以下、Misce！laneous　Rema1”A’s　on　the　Po？ieθ　ofBoston，1814，　pp．4．ff
IH’飲酒の常習者や売春婦など、勤勉さに欠け労働意欲が低く、その性行の改まらない者を指す
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　救貧院・労役場に収容されている423名のうち、州内のその他の市民（16名）は、各々の出身地に移
送されるまでの一時的な寄留者（boarders）であるから、市当局の負担になる可能性は小さい。また、大
半が7歳未満である子供（100名）は孤児か、親に伴われて収容された者であり、やがて自活が可能にな
るはずであり、あるいは徒弟に出すことも可能であるから、これらの者が永続的に救貧院・労役場に収
容され、市当局の大きな負担になる可能性は少ない。成人のボストン市民（157名）については、高潔な
（virtuous）者（86名）と邪悪な（vicious）者（57名）と精神疾患者（14名）が区別され、高潔な者と精
神疾患者のみが公的な救済に値する者とみなされる。成人の外国人（150名）についても、25名は労働
可能、約30名は浮浪者、30名以上は「邪悪な性癖の故に生計を立てることができない者」と判断される
ことから、残りの65名が、本来救貧院で公的な救済を受けるのにふさわしい者であると考えられる。
　さらに当該施設への被収容者の人種構成をみると、1813年の被収容者570名のうち、有色人種の被収
容者は63名（労役場8名、救貧院55名）であり、白人の被収容者は507名（労役場67名、救貧院440
名）であったが、そのなかで黒人の被収容者は0名であった19。
表2　ボストン市労役場・救貧院における長期被収容者数内訳（1814年1月）
成人 子供 計
外　国　人 150 40 190
州内のその他の市民 16 16
ボストン市民 157 60 217
（内訳）放縦者 57
一時的な精神疾患者 10
治癒しがたい精神疾患者 4
善良な性行かっ自活できない者 86
合　　計 323 100 423
　ここでは、ボストン市における貧民救済のありかたにっいて、貧民を救済に値する者と救済に値しな
い者とに区別する考え方を明瞭にみてとることができる。救済に値する者とは、「善良な性行で、加齢・
障害・貧困のゆえに自活できず、かっ扶養能力があり法による扶養義務を負う近親者がいない者」とさ
れるが、これはすなわち、勤勉、節倹の資質をもち、日々生業に励み、慎ましく生活していたが、自ら
の責任では防ぎようのない原因によって困窮に陥り、他に寄る辺がないために公的な扶助に頼らざるを
得なくなった者ということになろう。この範疇の意味するところは、逆に、救済に値しない者がいかな
る性向の者と解されているかを見れば、さらに明らかになるはずである2°。現にボストン市の救貧院に収
容されているが、本来救済に値しないとみられる者は、労働可能であるにも関わらず、怠惰（indolence）
1’脚 武lは、奴隷はもちろんのこと、解放された者も、貧民救済の対象外であった　社会保障研究所編『アメリカの社会保障』5頁
川　【hid，　P．9．
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であり、放縦（intemperance）であり、邪悪な（vicious）性質のゆえに社会の負担となり、親族にとっての
不名誉となっている者である。実際に救貧院に収容されている者の多くは、労働可能であり、通常は自
活することが可能であるのに、将来への備えを怠っているために、病気などの場合に自力で乗り越える
ことができず、一時的に公的な扶助を受けざるを得なくなる。しかしこれらの者を救貧院に収容するこ
とはより大きな問題を生じさせることになる。すなわち、このような理由で救貧院に収容された者が数
週間、公の費用により衣食を得ることによって、その性向が怠惰になり、その者が社会復帰しても、一
層怠惰な性格になって救貧院に戻ってくるという悪循環に陥る。しかもこのように怠惰な者が市街に俳
徊すれば、社会の害悪となり、また慈善の恩恵に縫って施与を騙し取ることにもなる。それゆえこれら
の者は、単に衣食を与えて保護するのではなく、自由を剥奪した上で労働を課す労役場に収容されるの
が適当である。労役場で、例えば糸紡ぎや機織りなどの労働を被収容者に課すことにすれば、その収益
により労役場の運営が可能になる上に、被収容者に職業訓練を行うことを通して社会復帰を容易にする
ことができる。さらに、労役場内での労働により、被収容者の維持に必要な費用以上の収益を上げるこ
とができれば、被収容者に賃金を与えることが、彼らの社会復帰という観点からはより望ましい。
　以上のことから、当時のボストン市の救貧院・労役場に収容されている者は、労働可能な者と労働不
可能な者がともに区別なく収容されていることにより、労働可能な者の資質を一層低下させていること
が最も大きな問題点としてとらえられており、その解決策として、老齢者、障害者など自らの責任によ
らずに労働不可能となり自活できなくなった者と、労働可能で自活能力がありながら労働しようとしな
い「邪悪な」者とを区別し、労働可能な者には厳格な規律のもとで労働を課し、公的扶助に依存するこ
とで労働意欲が低下しないようにしつつ、社会復帰を促すことが提案されている。特にこの時期には、
人数としてはそれほど多いわけではないが、浮浪者、あるいは「頑健な乞食」（sturdy　beggars）と呼ば
れる者が市街各所を俳徊して物乞いを繰り返すのが非常に目立っ存在であると私的されている2】。
（2）外来者（移民）に対する処遇について
　ボストンの貧民問題および治安問題に関してこの時期に大きな問題になりうるのは、絶え間なく流入
しつつある外来者（移民）に対する処遇であった。植民地時代および建国初期のアメリカ社会は、共同
体の人的紐帯が強いことの裏返しとして、あるいは自己責任と自助努力をとりわけ重視する風潮から、
外来者で貧困に陥った者に対してはきわめて排他的な姿勢であったが2；t、ここでは外来者（移民）を出身
地に送還させるべきことについて、独特な論拠が示されている2［1。すなわち、本来外来者と定住民は全く
同じように扱われるべきである。その根拠は貧民救済に関する法律が、貧民監督官の義務として「当該
地域内に居住し、もしくは発見された、困窮している全ての者に対して直ちに救済を付与しなければな
らない」と規定していることである（傍点は原文イタリック）。当該貧民が定住権を有するか否かは二次
的な問題であり、定住権を保有しているのであれば、その貧民救済の費用はタウンの負担となり、もし
’t　【bid，　P，11．
’前述2　（3）を参照
”’　iliscL・〃ilnClθu．・R・ViifirkbJ　PP．15－16．
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定住権を保有していないのであれば、貧民救済の費用は州の負担になるという違いを生むだけである。
しかし、外来者が貧民救済の対象となる場合、その者が異郷の地にあって孤独にさいなまされるだけで
なく、その者の人物ないし性格について知る者がいないことから、公的な貧民救済を受けるのにあたっ
て不利に扱われる場合がある2i。この者が民間慈善に頼ろうとする場合にも全く同様である。それゆえに、
現在では、貧民は定住権を持つタウンが引き取るまで、現在地において救済を受けるのが一般的な慣行
であるが、外来者にとっては、本来の出身地に帰還してそこで救済を受けるのが、最も利点が大きいの
だから、外来者は積極的に出身地に送還すべきである、という。この時期には外来者の移入が急増する
ことにより、タウンや州にとっての財政負担が急速に大きくなりつつあった25。外来者に対して排他的な
救貧行政の特徴は、このような財政的理由によっても一段と際だってきたということもできよう。
4．小
?
　植民地時代から19世紀半ばまでのマサチューセッツにおける救貧行政については、行政機構や実際の
貧民救済方法に関して、イングランドにおける救貧行政と類似している点が少なくないが、両者のあい
だで最も異なる点は、定住権（settlement）のありかたと、それに関連して外来者（移民）に対する処
遇のありかたである。イングランドにおいて教区による貧民救済の根拠となる定住権は、1662年法およ
びその後の判例によって規定されているが26、マサチューセッツにおける定住権付与の条件は、イングラ
ンド法と比較してきわめて厳格であった。定住権付与の条件が厳格であったことは、外来者に対して排
他的である（すなわち、外来者を定住民として承認しない）ことを意味するが、マサチューセッツにお
いては、タウンの負担になりそうな者が来訪するときには、保証金の提供を求めるなど、外来者に対す
る管理はきわめて徹底していた。このような貧民救済にみられる排他性は、イングランド法においてと
りわけ重要視される財政負担という問題のみから起因するものというよりも、むしろアメリカ社会にお
ける共同体の特質そのものに起因するところが少なくないと考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こむう　てるひさ）
’・1 ｱのことは、貧民救済において、受給者の人物ないし性格を考慮して、適当と思われる質・量の救済を付与されていることが前提と
なっている　この点について、高畑輝久「19世紀のイングランド救貧法（下）」『法学』61巻1号（1997年）12・1頁を参照
ttt}サチューセッツ州当局の貧民救済に関する財政負担は、1792－il年にはll，〔｝0〔｝ドルであったのが、1831年には28・且，584ドルと20
倍以上に増加していた　Kelso，　lhe　ffistoryθf’　／，uh／ic／）θor　lec）〃ef　in　Jliissachusetts，　p．121．
’h 蜻?^理『イギリス社会政策史』（1986年、東京大学出版会）第ユ章を参照
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